
 

 

第４期障害福祉計画（Ｈ２７～２９年度）に係る国の 

基本指針の告示について（報告）●●●●●●●●● 

 

第３期障害福祉計画（Ｈ２４～２６年度）に係る基本指針においては、

根拠法が異なることから、児童福祉法に基づく障害児支援（児童発達支

援センター、障害児入所支援等）への言及は限られていたが、今後、子

育て支援全体に関して子ども・子育て支援法に基づく都道府県・市町村

の計画が作成され、その中で障害児支援について言及されること等も踏

まえ、第４期計画に係る指針においては障害児支援についても言及し、

各都道府県・市町村における対応について定めることした。 

 

基本指針の考え方等については、本年１月２６日開催の社会保障審議

会障害者部会において了解をいただいたことから、告示に向けて省内手

続を進めていたが、今般、５月１５日付けで告示されたところである。

その記載内容等については別添のとおり。 

 

  

資料２ 



  



（別添） 

障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提

供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するた

めの基本的な指針（平成十八年厚生労働省告示第三百九十五号）（抜粋） 

（２６．５．１５告示） 

＊下線は障害児・発達障害者支援室において引いたもの。 

 

第一 障害福祉サービス及び相談支援の提供体制の確保に関する基本的事項 

 一 市町村及び都道府県は、障害者等が日常生活又は社会生活を営むための支援は

共生社会を実現するため、全ての障害者等が可能な限りその身近な場所において

必要な日常生活又は社会生活を営むための支援を受けられることにより社会参

加の機会が確保されること、どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保

され、地域社会において他の人々と共生することを妨げられないこと及び障害者

等にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事

物、制度、慣行、観念その他一切のものの除去に資することを旨とする法の基本

理念を踏まえつつ、次に掲げる点に配慮して、総合的な障害福祉計画を作成する

ことが必要である。 

  １ 障害者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

    共生社会を実現するため、障害者等の自己決定を尊重し、その意思決定の支

援に配慮するとともに、障害者等が必要とする障害福祉サービスその他の支援

を受けつつ、その自立と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障害

福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の

提供体制の整備を進める。 

  ２ 市町村を基本とした身近な実施主体と障害種別によらない一元的な障害福

祉サービスの実施等 

    障害者等が地域で障害福祉サービスを受けることができるよう市町村を実

施主体の基本とする。また、障害福祉サービスの対象となる障害者等の範囲を

身体障害者、知的障害者及び精神障害者並びに難病患者等（治療方法が確立し

ていない疾病その他の特殊な疾病であって障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律施行令（平成十八年政令第十号）別表に掲げるも

のによる障害の程度が、当該障害により継続的に日常生活又は社会生活に相当

な制限を受ける程度である者をいう。以下同じ。）であって十八歳以上の者並

びに障害児とし、サービスの充実を図り、都道府県の適切な支援等を通じて地

域間で大きな格差のある障害福祉サービスの均てん化を図る。また、発達障害

者及び高次脳機能障害者については、従来から精神障害者に含まれるものとし

て法に基づく給付の対象となっているところであり、引き続きその旨の周知を

図る。さらに、難病患者等についても、引き続き法に基づく給付の対象となっ

ている旨の周知を図っていく。 



  ３ 入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に

対応したサービス提供体制の整備 

    障害者等の自立支援の観点から、入所等（福祉施設への入所又は病院への入

院をいう。以下同じ。）から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労

支援といった課題に対応したサービス提供体制を整え、障害者等の生活を地域

全体で支えるシステムを実現するため、地域生活支援の拠点づくり、NPO 等に

よるインフォーマルサービス（法律や制度に基づかない形で提供されるサービ

スをいう。）の提供等、地域の社会資源を最大限に活用し、提供体制の整備を

進める。 

    特に、地域生活支援の拠点等の整備に当たっては、地域での暮らしの安心感

を担保し、親元からの自立を希望する者に対する支援等を進めるために、地域

生活への移行、親元からの自立等に係る相談、一人暮らし、グループホームへ

の入居等の体験の機会及び場の提供、ショートステイの利便性・対応力の向上

等による緊急時の受入対応体制の確保、人材の確保・養成・連携等による専門

性の確保並びにサービス拠点の整備及びコーディネーターの配置等による地

域の体制づくりを行う機能が求められており、今後、障害者の高齢化・重度化

や「親亡き後」を見据えて、これらの機能をさらに強化する必要がある。また、

こうした拠点等の整備にあわせて相談支援を中心として、学校からの卒業、就

職、親元からの自立等の生活環境が変化する節目を見据えて、中長期的視点に

立った継続した支援を行う必要がある。 

    こうしたサービス提供体制の整備については、個別の状況に応じて、関係者

や障害者本人が参画して行う議論を踏まえた上で、市町村及び都道府県が定め

る障害保健福祉圏域（以下「圏域」という。）ごとの整備の在り方を障害福祉

計画に位置づけ、計画的に推進する。 

 （二～三 略） 

 四 障害児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

    障害児については、子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第

二条第二項において、「子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子供が健

やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適切なものでなければな

らない」と規定されていること及び同法に基づく教育、保育等の利用状況を踏ま

え、居宅介護や短期入所等の障害福祉サービス、児童福祉法に基づく障害児支援

等の専門的な支援の確保及び共生社会の形成促進の観点から、教育、保育等の関

係機関とも連携を図った上で、障害児及びその家族に対して、乳幼児期から学校

卒業まで一貫した効果的な支援を身近な場所で提供する体制の構築を図ること

が重要である。 

     都道府県及び市町村は、障害児を支援する体制を確保するために、法第八十八

条第三項第二号又は第八十九条第三項第四号に掲げる「その他の関係機関との連

携」の一環として、児童福祉法に基づく障害児通所支援（児童福祉法第六条の二



第一項に規定する障害児通所支援をいう。以下同じ。）及び障害児入所支援（同

法第七条第二項に規定する障害児入所支援をいう。以下同じ。）の整備について

も障害福祉計画に定め、当該計画に沿った取組を進めるよう努めるものとする。 

（中略） 

第三 障害福祉計画の作成に関する事項 

一 障害福祉計画の作成に関する基本的事項 

  （１～５ 略） 

  ６ 他の計画との関係 

    障害福祉計画は、障害者計画（障害者基本法第十一条第二項に規定する都道

府県障害者計画及び同条第三項に規定する市町村障害者計画をいう。）、地域福

祉計画（社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第百七条に規定する市町

村地域福祉計画及び同法第百八条に規定する都道府県地域福祉支援計画をい

う。）、医療計画、介護保険事業計画（介護保険法（平成九年法律第百二十三号）

第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画及び同法第百十八条第

一項に規定する都道府県介護保険事業支援計画をいう。）、子ども・子育て支援

事業計画（子ども・子育て支援法第六十一条第一項に規定する市町村子ども・

子育て支援事業計画及び同法六十二条第一項に規定する都道府県子ども・子育

て支援事業支援計画をいう。）その他の法律の規定による計画であって障害者

等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものとすることが必要

である。 

                   （中略） 

 四 障害児支援のための計画的な基盤整備 

    第一の四の基本的考え方を踏まえ、障害福祉計画に障害児支援の基盤整備に係

る内容を作成するに当たっては、可能な限り一から三までに準じて行うものとす

る。障害児支援の種別ごとの必要量を見込むに当たっては別表第一の六の表を参

考としつつ、可能な限り障害児支援の利用実態及びニーズの把握を行い、現在の

利用実績等に関する分析、障害児及びその家族の支援の利用に関する意向等を勘

案した上で、地域における児童の数の推移も含めた地域の実情を踏まえて設定す

ることが適当である。 

     また、障害児支援の基盤整備の計画を設定するに当たっては、以下に掲げる事

項について、特に配慮が必要である。 

   １ 児童発達支援センター及び障害児入所施設を中核とした地域 支援体制の

整備 

       児童発達支援センター（児童福祉法第七条第一項の児童発達支援センターを

いう。）について、障害の重度化・重複化や多様化に対応する専門的機能の強

化を図った上で、地域における中核的支援施設として位置づけ、児童発達支援

事業所等と緊密な連携を図り、重層的な障害児支援の体制整備を図る必要があ

る。特に、保育所等訪問支援（同法第六条の二第五項に規定する保育所等訪問



支援をいう。以下同じ。）等の実施される体制を構築することが望ましい。 

    また、障害児入所施設（同法第七条第一項に規定する障害児入所施設をいう。

以下同じ。）についても同様に、専門的機能の強化を図った上で、地域におい

て、虐待を受けた障害児等への対応を含め、様々なニーズに対応する療育機関

としての役割を担う必要がある。特に、短期入所や親子入所等の実施体制の整

備が望ましい。 

   ２ 子育て支援に係る施策との連携 

       障害児支援の体制整備に当たっては、子ども・子育て支援法等に基づく子育

て支援施策との緊密な連携を図る必要がある。また、障害児の早期発見・支援

を進めるために、母子保健施策との緊密な連携を図るとともに、都道府県及び

市町村の障害児支援を担当する部局においては、それぞれの子育て支援担当部

局との連携体制を確保することが必要である。 

   ３ 教育との連携 

       障害児支援が適切に行われるために、就学時及び卒業時における支援が円滑

に移行されることを含め、学校、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、障

害福祉サービスを提供する事業所等が緊密な連携を図るとともに、都道府県及

び市町村の障害児支援を担当する部局においては、教育委員会等との連携体制

を確保することが必要である。 

   ４ 特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備 

       重症心身障害児等の医療的ケアが必要な障害児に対する支援の基盤整備の

強化を図るとともに、福祉、医療、教育等の関係機関において、共通の理解に

基づき協働する総合的な支援体制の構築を図ることが必要である。 

       また、虐待を受けた障害児等に対しては、障害児入所施設において小規模な

グループによる療育や心理的ケアを提供することにより、障害児の状況等に応

じたきめ細やかな支援を行うよう努めることが必要である。 

   ５ 障害児通所支援及び障害児入所支援の一体的な方針策定 

       障害児入所支援については、都道府県が実施者として必要な整備量の見込及

びその確保のための方策を盛り込んだ方針を作成する必要がある。 

       また、障害児通所支援と障害児入所支援は障害児支援の両輪として、相互に

連携を取りながら進める必要があるため、都道府県は、障害児通所支援の広域

的な調整及び障害児入所支援の体制整備の双方の観点から一体的な方針を策

定することが必要である。 

 

 

別表第一の六 障害児通所支援、障害児入所支援、障害児相談支援（抜粋） 

児童発達支援 

放課後等デイサービス 

保育所等訪問支援 

 地域における児童の数の推移、現に利用している

障害児の数、障害児等のニーズ、保育所等での障害

児の受入れ状況、入所施設から退所した後に児童発



達支援等の利用が見込まれる障害児の数、平均的な

一人当たり利用量等を勘案して、利用児童数及び量

の見込みを設定する。 

医療型児童発達支援  地域における児童の数の推移、現に利用している

障害児の数、障害児等のニーズ、入所施設から退所

した後に医療型児童発達支援の利用が見込まれる障

害児の数、平均的な一人当たり利用量等を勘案して、

利用児童数及び量の見込みを設定する。 

福祉型児童入所支援 

医療型児童入所支援 

 地域における児童の数の推移、現に利用している

障害児の数、障害児等のニーズ等を勘案して、利用

児童数の見込みを設定する。 

障害児相談支援  障害児通所支援の利用児童数等を勘案して、利用

児童数の見込みを設定する。 

 


